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１.こども未来局所管予算案

（１）総括

-  

【 11.1% 】 【 17.2% 】 【 △ 77.3% 】 【 3.6% 】 【 13.9% 】 【 - 】 【 5.6% 】

【 △ 24.9% 】 【 - 】 【 - 】 【 9.9% 】 【 9.9% 】 【 △ 25.6% 】 【 4.3% 】

【 10.8% 】 【 17.2% 】 【 △ 77.3% 】 【 3.6% 】 【 13.9% 】 【 △ 25.6% 】 【 5.6% 】

※【 　】内は対前年度伸び率

(差引増減)

△ 301,580 1,142    

合 計
15,504,604  14,607,055  △ 1,784,000 236,635  13,059,690  △ 301,580 2,746,494  

母子父子寡婦
福祉資金貸付
事業特別会計

△ 300,324 - - 114  114    

一 般 会 計

千円

区 分

差引増減（令和７年度）予算額(A)－(令和６年度）予算額（B)

歳　出

財　　　　源　　　　内　　　　訳

特　　定　　財　　源
当該事業財源 一般財源

国県支出金 地方債 その他 計

千円

15,804,928  14,607,055  △ 1,784,000 236,521  13,059,576  2,745,352  

千円千円 千円 千円 千円

合 計 143,964,685 85,033,332  2,308,000 6,572,381 93,913,713  1,177,753 48,873,219  

母子父子寡婦
福祉資金貸付
事業特別会計

1,205,545  - - 1,153  1,153  1,177,753 26,639  

千円 千円

142,759,140 85,033,332  2,308,000 6,571,228 93,912,560  - 48,846,580 

合 計 159,469,289 99,640,387  524,000  6,809,016 106,973,403  

一 般 会 計

千円 千円 千円 千円 千円

区 分

予　　　　算　　　　額　　　　（B）

歳　出

財　　　　源　　　　内　　　　訳

特　　定　　財　　源
当該事業財源 一般財源

国県支出金 地方債 その他 計

(令和６年度）

母子父子寡婦
福祉資金貸付
事業特別会計

905,221  - - 1,267  1,267  

(令和７年度）

524,000  6,807,749 106,972,136  
一 般 会 計

千円 千円

158,564,068 99,640,387  

区 分

予　　　　算　　　　額　　　　（Ａ）

歳　出

財　　　　源　　　　内　　　　訳

千円 千円 千円

876,173

876,173  51,619,713  

- 51,591,932 

千円

27,781  

特　　定　　財　　源
当該事業財源 一般財源

国県支出金 地方債 その他 計

千円
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こども未来局所管予算の年度別状況(歳出）

【 】 【 】 【 】 【 】 【 】

【 】 【 】 【 】 【 】 【 】

【 】 【 】 【 】 【 】 【 】

※【 　　】内は各会計に占める割合

142,759,140 127,095,781

1,112,830,000 1,082,537,000 1,049,756,000 1,041,010,000 1,054,544,000

区 分
当 初 予 算

令和７年度 令和６年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度

123,567,697 118,647,245

14.2% 13.2%

一 般 会 計
千円 千円 千円 千円 千円

12.1% 11.9% 11.3%

こ ど も 未 来局
所 管 予 算

158,564,068

こ ど も 未 来局
所 管 予 算

905,221 1,205,545

667,413,931 721,798,583 715,523,605 771,170,475特 別 会 計 700,726,477

0.1% 0.2% 0.2%

6.6%

1,825,714,475

7.1%

こ ど も 未 来局
所 管 予 算

159,469,289 143,964,685 119,880,521

9.0% 8.0%

128,379,846

7.3%

合 計

124,858,265

1,780,243,931 1,804,335,583 1,756,533,605

1,284,065

0.2%

1,750,482,477

1,290,568

0.2%

1,233,276
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（２）一般会計（歳入・歳出）

令和７年度
予 　算 　額

（Ａ）

令和６年度
予 　算 　額

（B）

差引増減
(A)-(B)

（C）

対前年度
伸　率

(C)／(B)

千円 千円 千円 ％

（17） 分担金及び負担金 2,220,687  2,462,440  △ 241,753 △ 9.8 

（18） 使用料及び手数料 167,303  133,927  33,376  24.9  

（19） 国 庫 支 出 金 77,395,165 64,274,474  13,120,691  20.4  

（20） 県 支 出 金 22,245,222 20,758,858  1,486,364  7.2 

（21） 財 産 収 入 287,668  260,993  26,675  10.2  

（22） 寄 附 金 246,212  180,807  65,405  36.2  

（23） 繰 入 金 1,340,271  1,343,306  △ 3,035 △ 0.2 

（25） 諸 収 入 2,545,608  2,189,755  355,853  16.3  

（26） 市 債 524,000  2,308,000  △ 1,784,000 △ 77.3

千円 千円 千円 ％

（3） こ ど も 育 成 費 158,564,068 142,759,140 15,804,928  11.1  

158,564,068 142,759,140 15,804,928  11.1  合　 　　計

 １　こども育成費 158,564,068 

対前年度
伸　率

(C)／(B)

142,759,140 15,804,928  11.1  

款 ・ 項 
令和７年度
予 　算 　額

（Ａ）

令和６年度
予 　算 　額

（Ｂ）

13.9  

款

（ 歳 入 ）

（ 歳 出 ）

差引増減
(A)-(B)

（C）

合 計 106,972,136 93,912,560 13,059,576  
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令和７年度
予 　算 　額

（Ａ）

令和６年度
予 　算 　額

（B）

差引増減
(A)-(B)

（C）

対前年度
伸　率

(C)／(B)

千円 千円 千円 ％

（１） 事　業　収　入 410,066       425,649       △ 15,583     △ 3.7        

（２） 繰　　入　　金 27,781         26,639         1,142           4.3            

（３） 繰　　越　　金 466,107       752,104       △ 285,997    △ 38.0      

（４） 諸　　収　　入 1,267          1,153          114              9.9            

905,221       1,205,545     △ 300,324    △ 24.9      

千円 千円 千円 ％

（１） 事　業　費 346,832       532,266       △ 185,434    △ 34.8      

（２） 公　債　費 369,400       445,405       △ 76,005     △ 17.1      

（３） 諸支出金 188,989       227,874       △ 38,885     △ 17.1      

905,221       1,205,545     △ 300,324    △ 24.9      

△ 17.1      

合　　　　　計

△ 17.1      

 １　事　業　費 346,832       532,266       △ 185,434    

 １　公　債　費

△ 34.8      

 １　繰　出　金 188,989       227,874       △ 38,885     

369,400       445,405       △ 76,005     

令和７年度
予 　算 　額

（Ａ）

令和６年度
予 　算 　額

（B）

差引増減
(A)-(B)

（C）

対前年度
伸　率

(C)／(B)

（ 歳 出 ）

款・項

（３）母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

合 計

（ 歳 入 ）

款

（歳入・歳出）
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（４）債務負担行為

千円 

356

～ 令 和 ８ 年 度 339,718             

357

会
計
名

事          項 期     間 限　度　額

予算案
説明書

（その２）
の掲載
ページ

一
般
会
計

公 立 保 育 所 整 備
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国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

千円 千円 千円 千円

-   275,000  -   64,718

左  の  財  源  内  訳

特  定  財  源 一般財源又は
 当該事業財源
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（5）重要施策に関する説明

～ すべての子どもが夢を描けるまちをめざして ～

(  )内数字：令和６年度当初予算額

子ども・子育て家庭にやさしいまちづくり ( )

子どもの権利の尊重と意見表明支援 ( )

② 子 ど も の 権 利
サ ポ ー ト 事 業

     18,221

合　　計      30,809

子どものアドボカシー（権利
擁護、意見表明、代弁等）の
専門性を有する第三者が、一
時保護所や里親、社会的養護
関連施設で保護・養育されて
いる子どもの意見形成・意見
表明を支援

一時保護所や里親、社会的養護
関連施設で保護・養育されてい
る子どもの意見形成・意見表明
を支援

・面接予定回数　　 　 約800回

①子どもの権利・意見
表 明 推 進 事 業

     12,588

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針
千円

（７年度新規事業）

子どもの権利や意見表明につい
て学ぶワークショップ等を実施

・ワークショップ開催予定数
　                  　 約60回

ア 30,809            千円 17,616        千円

子ども一人ひとりが、自分らしく健やかに成長していくための基盤として、子どもの権利の尊
重にかかる理解促進や普及・啓発に取り組む。
また、子どもの気持ちや意見に寄り添った支援を行うため、専門性を有する第三者が、一時保

護所や里親、社会的養護関連施設で保護・養育されている子どもを定期的に訪問して子どもの意
見表明等を支援する、子どもの権利サポート事業を実施する。

「第６次福岡市子ども総合計画」に基づき、すべての子どもが夢を描けるまちをめざして、市
民、地域、企業、NPOなどと共働し、子どもや子育て家庭にやさしいまちづくり、安心して生み
育てられる環境づくり、子どもや若者が自分らしく健やかに成長できる環境づくり、一人ひとり
の状況に応じてきめ細かに支援する環境づくりに向けた施策を総合的・計画的に推進する。

１． 36,622,042     千円 29,634,739     千円

（27ページ参照）
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社会全体で子育てを応援する環境づくり ( )イ 36,591,233 千円 29,617,123    千円

① 市 民 や 企 業 と
共働した子育て支援

3,617

授乳やオムツ替えができる
「赤ちゃんの駅」を紹介

登録施設　368施設
　（令和６年12月末現在）

シンボルマークの掲示や登録施
設の掲載等、事業の広報に努め
る

千円

子育てしやすい環境づくりの
ため、“「い～な」ふくお
か・子ども週間♡”の普及・啓
発を実施

普及・啓発に取り組むととも
に、企業等の先進的な取組事例
を市ホームページ等で発信

多様な価値観や考え方を尊重したうえで、若者が結婚や出産、子育てに明るい展望を持つこと
ができるよう、社会全体で子どもや子育て家庭を応援する気運の醸成に取り組むとともに、子ど
もや若者が早い段階から妊娠や出産、子育てについて考える機会の提供や、県や民間事業者と連
携した若者の婚活支援に取り組む。
また、妊婦のための支援給付、児童手当の支給、第２子以降の保育料無償化、第３子優遇事業

を実施し、子育てに係る経済的負担の軽減に取り組む。

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針

③ ラ イ フ デ ザ イ ン
支 援 事 業

5,000      

妊娠時・出産時に各５万円の
経済的支援と伴走型相談支援
を実施

妊婦等の身体的・精神的ケア及
び経済的支援のための給付金と
伴走型相談支援を実施

・支給見込人数　   約24,000人

（７年度新規事業）

若者が出産や子育ての具体的な
イメージを持つための支援や、
県や民間事業者と連携した婚活
支援を実施

②「赤ちゃんの駅」
事 業

1,575

④ 妊 婦 の た め の
支 援 給 付

  1,249,577

（28ページ参照）
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事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針

保育所（認可外含む）や幼稚
園（プレ通園含む）に通う第
２子以降の保育料の無償化を
実施

保育所（認可外含む）や幼稚園
（プレ通園含む）に通う第２子
以降の保育料の無償化を実施

・対象見込人数
　認可保育所 　    約10,000人
　認可外等(企業主導型を
  含む) 　　　　　 約 1,000人
  幼稚園           約 1,400人
  幼稚園３歳未満児受け入れ
  促進事業　　　　 約   200人

     11,479

⑤ 児 童 手 当  35,319,985

第３子以降の児童を対象に、
小学校就学前の３年間、保育
所等の副食費の助成等、子育
てにかかる経済的負担の軽減
を実施

第３子以降の児童を対象に、保
育所等の副食費の助成等を継続
実施

千円
次代を担う全ての子どもの育
ちを支える基礎的な経済支援
を実施
〇令和６年９月分まで(月額)
・年３回支給
【所得制限限度額未満】
　　３歳未満　　　15,000円
　　３歳～小学校修了前
　　　第１～２子　10,000円
　　　第３子以降　15,000円
　　中学生　　　　10,000円
【所得制限限度額以上/所得上
限額未満】
　　０歳～中学生　 5,000円
【所得上限額以上】
　　支給なし

〇令和６年10月分から(月額)
・所得制限を撤廃
・高校生年代まで延長
・隔月（偶数月）年６回支給
・多子加算のカウント対象を
　22 歳年度末まで拡大
【３歳未満】
　　第１～２子　　15,000円
　　第３子以降　　30,000円
【３歳～高校生年代】
　　第１～２子　　10,000円
　　第３子以降　　30,000円

次代を担う全ての子どもの育ち
を支える基礎的な経済支援を実
施

・支給見込人数 　 約135,000人

 ※予算額は関連
する各事業に計
上

⑥ 第 ２ 子 以 降 の
保 育 料 の 無 償 化

⑦ 第 ３ 子 優 遇 事 業
( 第 ３ 子 手 当 等 )

合　　計  36,591,233

第３子優遇
事業総事業費

224,519

総事業費
2,481,961

助成額内訳

保育所等副食費助成 213,040 

第３子手当 4,000

保育施設等利用手当 7,200  
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安心して生み育てられる環境づくり ( )

妊娠前からの支援と親子の心と体の健康づくり ( )

２． 80,848,020     千円 72,608,869    千円

①プレコンセプション
ケ ア 推 進 事 業

     17,243

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針
千円

30歳を迎える女性にクーポン
を配布し、産科・婦人科医療
機関での検査及び医師による
説明に係る費用を助成

健康や将来の生活を考えるきっ
かけとして、医療機関での検査
及び医師による説明に係る費用
を助成

・利用見込人数　    約2,400人

ア 4,531,918 千円 4,112,358   千円

妊娠・出産の知識を持ち、自分の身体への健康意識を高めるきっかけづくりとして、早い段階
からプレコンセプションケアの推進に取り組むとともに、子どもを望む人が希望をかなえられる
よう、不妊や不育に関する支援を実施する。

また、親と子どもの心と体の健康づくりや、安心して子育てできる環境づくりを推進するた
め、産婦の心身のケアや育児のサポート、妊婦や産婦に対する健康診査及び乳幼児健康診査を拡
充するとともに、家庭訪問やおむつと安心定期便などにより、妊娠期から子育て期までの切れ目
のない支援を実施する。
　

〇福岡市プレコンセプションケ
アセンター（旧：不妊･不育
専門相談センター）で不妊カ
ウンセラーや医師などが不
妊・不育に関する専門的な相
談に応じるとともにプレコン
セプションケアに関する周知
啓発を実施

②プレコンセプション
ケ ア に 関 す る 情 報
発 信 事 業

     11,426

〇 不妊･不育専門相談センター
で不妊カウンセラーや医師
などが不妊・不育に関する
専門的な相談に応じるとと
もに妊娠・出産に関する正
しい知識の普及啓発を実施

③子どもを望む方々へ
の 相 談 ・ 支 援 事 業

     16,248

（７年度新規事業）

小・中学校等に助産師等の専門
職を派遣し、健康や性、妊娠・
出産等に関する講演会を実施

・実施予定回数　    　 約40回

④ 育 児 不 安 の
軽 減 ・ 解 消 対 策

    298,466

授乳・沐浴のアドバイス等を
行う産後ケア事業や、家事や
育児の援助を行う産前・産後
ヘルパー派遣事業を実施

妊娠、出産、育児に関する親
の不安や悩みの解消、乳幼児
の虐待予防を図るため、保健
師等による訪問指導や母子巡
回健康相談等を実施

保健師等による訪問指導や母子
巡回健康相談などにより、伴走
型支援を実施

・乳児家庭全戸訪問
　面接見込人数　   約11,800人

〇 医療保険適用外の不育症検
査費・治療費の一部を助成 〇医療保険適用外の不育症検査

費・治療費の一部を助成

産後ケア事業の実施場所を拡
大、産前・産後ヘルパー派遣事
業の利用要件を緩和

・産後ケア受け皿確保
　          延 　約15,000人分
・産前・産後ヘルパー派遣
　延べ利用見込回数
　　　　   　　　　約14,400回

⑤ 産 前 ・ 産 後
サ ポ ー ト 事 業

    333,178

（28ページ参照）

（30ページ参照）
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⑥ お む つ と
安 心 定 期 便

  1,203,512

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針
千円

子育ての不安や負担を軽減す
るため、０～２歳児の子育て
家庭が家庭以外の第三者とつ
ながり、見守られる機会を作
るとともに、定期的におむつ
等をお届け

子育て家庭の孤立化防止に向
け、利用促進に向けた取組みや
未利用家庭へのアプローチを実
施

⑧ 医 療 給 付 事 業
（未熟児養育・小児
慢 性 特 定 疾 病 等 ）

    610,972

〇

〇

未熟児、小児慢性特定疾病
等に対する医療費の自己負
担分の一部を助成
小児慢性特定疾病児童等や
その家族に対して制度等に
関する情報提供や助言、レ
スパイト支援を実施

〇

〇

未熟児、小児慢性特定疾病等
に対する医療費の自己負担分
の一部を助成
小児慢性特定疾病児童等やそ
の家族に対して制度等に関す
る情報提供や助言、レスパイ
ト支援を実施

⑦ 健 康 診 査 事 業 2,040,873  

以下の事業を実施するととも
に、乳幼児健診情報のデジタ
ル化を推進

・妊婦健康診査
・産婦健康診査
・乳幼児健康診査
・先天性代謝異常等検査
・新生児聴覚検査事業

従来の健診に加え、新たに１か
月児健診及び５歳児健診（試
行）を実施。また、先天性代謝
異常等検査について対象疾患を
追加する国の実証事業へ参画

・妊婦健康診査
・産婦健康診査
・乳幼児健康診査
・先天性代謝異常等検査
・新生児聴覚検査事業

合　　計   4,531,918

（29ページ参照）
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幼児教育・保育の充実と多様なニーズへの対応 ( )

公定価格の大幅な引き上げにより保育士の処遇改善を図るとともに、保育所の増改築のほか、
幼稚園の認定こども園への移行など多様な手法により保育の受け皿の確保に取り組む。
さらに、延長保育の補助基準引き上げをはじめ、休日夜間の保育、病児・病後児デイケア、一

時預かり、ベビーシッター派遣、「福岡市型」こども誰でも通園制度など多様な保育サービスの
充実を図り、保護者のニーズに対応できるよう受け皿の確保に取り組む。
また、保育所等に対して児童の園外活動時の見守り等を行う保育支援者の配置に要する費用の

助成や、保育士とともに保育を行う保育補助者の雇用費の助成を行うほか、新たに、保育士の負
担を軽減するための臨床心理士等による巡回支援を実施するとともに、保育士に対する家賃助成
や奨学金返済支援を実施するなど、保育の質の維持・向上や人材確保に取り組む。

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針

イ 75,704,276 千円 67,928,801  千円

② 教 育 ・ 保 育
給 付 費 等

 64,570,650
入所児童数に応じた保育施設
等への給付等を実施

保育士の処遇改善に向けた大幅
な公定価格の引き上げに対応
し、入所児童数に応じた給付等
を実施

教育・保育施設等給付費
・年間見込延人数
  1号             約 98,000人
  2・3号          約483,000人

① 保 育 所 等 整 備   1,687,793

千円
〇
 
 
 

〇

保育所の新設や増改築のほ
か、小規模保育事業の認可
などにより、保育の受け皿
を確保するとともに、施設
の老朽化対策を実施
馬出保育所改築の設計を実
施

〇

・
〇

保育需要に対応するため、保
育の受け皿確保に取り組むと
ともに、老朽化対策を実施
増改築等　　　　　  ８か所
馬出保育所の改築工事を実施

④幼稚園３歳未満児
受 け 入 れ 促 進 事 業

    244,048

③子育て支援施設等
利 用 給 付 費

  3,350,122

３歳未満児の保育を実施する
幼稚園に対し、運営費等を助
成

３歳未満児の保育を実施する幼
稚園の拡充を図り、事業の運営
に係る経費を助成

・実施予定施設数　     20か所

私学助成の幼稚園、幼稚園の
預かり保育、認可外保育施設
等の利用料を給付

私学助成の幼稚園、幼稚園の預
かり保育、認可外保育施設等の
利用料を給付

・年間見込延人数
　幼稚園　        約141,300人
　認可外等　      約  9,900人

⑤ 特 別 保 育 事 業     648,035
延長保育等の多様な保育サー
ビスを実施し、事業に係る経
費を助成

延長保育の助成額の引き上げを
行うとともに引き続き多様な保
育サービスの充実を図る

・実施予定施設数
　延長保育  　        436か所
　休日保育  　         13か所

（31ページ参照）

（31ページ参照）
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⑥多様な集団活動事業
の 利 用 支 援 事 業

3,328

千円

幼児教育類似施設等を利用す
る保護者に対し、利用料の助
成を実施

幼児教育類似施設等を利用する
保護者に対し、利用料の助成を
実施

・年間見込延人数     約 220人

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針

⑦ 病 児 ・ 病 後 児
デ イ ケ ア 事 業

    713,124

保護者が通院やリフレッシュ
等のため一時的に家庭内で保
育ができない場合に子どもを
預かる、一時預かり事業を実
施

事業者への補助金を充実すると
ともに、利用者が事業所の空き
状況を検索できるシステムを導
入

・利用見込延人数　 約29,300人

病気やその回復期にある乳幼
児・児童(０歳児～小学６年
生)を医療機関に併設した病児
デイケアルームで一時保育を
実施

医療機関併設施設での病児・病
後児の一時保育の充実を図る

・利用見込延人数
約38,800人

⑨ 一 時 預 か り 事 業
（ 幼 稚 園 型 ）

    196,268

生後２か月から４か月になる
までの間、ベビーシッター派
遣費用の一部を助成

助成対象期間の終期を「生後６
か月になるまで」に延長し実施

・利用見込人数 約90人

幼稚園が教育時間終了後に園
児を預かる一時預かり事業へ
の助成を実施

一時預かり事業（幼稚園型）の
実施施設数の拡充を図り、運営
費等にかかる助成を実施

・実施予定施設数 52園

⑧ 一 時 預 か り 事 業     148,588

⑪「福岡市型」こども
誰 で も 通 園 制 度

    486,246
保護者の就労等に関わらず、
保育施設等での定期的な預か
りを実施

国の上限時間を超えて実施する
とともに実施施設への補助単価
の引き上げなど支援の拡充を図
る

・実施予定施設数 40か所

⑩ ベ ビ ー シ ッ タ ー
派 遣 事 業

5,584

⑫特別支援保育事業   1,490,240

特別な支援を必要とする子ど
も（障がい児・医療的ケア児
など）の保育を実施し、保育
士・看護師の雇用費助成や訪
問支援、研修を実施

障がい児や医療的ケア児などへ
の支援の充実を図る

（31ページ参照）
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事　　業　　内　　容
これまでの取組み ７年度の取組方針

千円

事　業　名 予　算　額

⑬ 保 育 士 就 職 ・
就 労 継 続 支 援 事 業

〇 保育士等の心の悩みや勤務
条件などの相談対応を実施
し、就労継続を支援

     15,075

〇

〇保育士・保育所支援センター
において就職あっせんを行う
とともに、当該センターの
ＰＲをＳＮＳや電車内広告等
を活用し強化

〇保育士等の心の悩みや勤務条
件などの相談対応、保育所等
の働き方改革の取組みの支援
等を実施

〇保育士の負担を軽減するため
に臨床心理士等による巡回相
談を実施

〇 保育士・保育所支援センタ
ーでの就職あっせんや就職
支援研修等により、潜在保
育士等の就職を支援

⑮保育補助者雇用費
助 成 事 業

    320,244

小規模保育事業等の事業者へ
の助言・指導等の支援を行う
とともに、保育所等におい
て、経理等の専門家を活用し
た指導・監査を実施

小規模保育事業者等への支援や
専門家を活用した指導・監査を
実施

・実施見込施設数      512か所

保育士の負担軽減と潜在保育
士の職場復帰の促進を図るた
め、保育所等に対し、保育補
助者の雇用費を助成

保育所等に対し、保育補助者の
雇用費を助成

・助成予定施設数      121か所

社会保険労務士の個別派遣
や集合研修を通じて、保育
所等の働き方改革の取組み
を支援

〇 潜在保育士等への保育料や
就職準備金の貸付を行い、
保育士の職場復帰を支援

⑭ 保 育 士 人 材
確 保 事 業

〇 市内保育所等への就職促進
及び離職防止を図るため、
家賃助成や、奨学金返済に
対する助成を実施

    437,464

〇

家賃や奨学金返済の支援など保
育士の人材確保に係る助成を実
施

・助成見込人数
　保育料貸付　　　    約 60人
　就職準備金貸付　    約 20人
　家賃助成　　　   約 2,730人
　奨学金返済支援   約 1,090人保育施設等に対し、保育士

資格等の取得費用等を助成

⑰ 認 可 外 保 育 施 設
児 童 支 援 事 業

     22,966
認可外保育施設に対して、児
童、職員の健康診断や職員研
修等に係る費用の助成を実施

認可外保育施設への助成を実施
し、児童の健全育成を推進

・助成予定施設数      246か所

⑯ 保 育 所 等 指 導 ・
支 援 事 業

      6,614

（31ページ参照）
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相談支援体制と情報提供の充実 ( )

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針

⑲保育体制強化事業     400,356

⑱ 私 立 幼 稚 園 助 成     905,702

保育施設に対し、児童の園外
活動時の見守り等を行う保育
支援者の配置に要する費用を
助成

保育支援者の配置に要する費用
を助成し、保育士の負担軽減を
図る

・助成見込施設数      279か所

千円

私立幼稚園に対し、運営費等
の助成を行うとともに、保育
所同様の預かり保育等を実施
する園に対し、家賃助成、奨
学金返済の支援を実施

私立幼稚園の運営費や家賃・奨
学金の一部助成を実施

・助成見込数
　運営費助成園　      115か所
　家賃助成人数　     約 310人
　奨学金助成人数     約 160人

ウ 611,826        千円 567,710       千円

⑳保育所等における
ＩＣＴ化推進等事業

     51,829

合　　計  75,704,276

保育業務のＩＣＴ化に係るシ
ステム、事故防止機器、性被
害防止対策及び外国人保護者
等との意思疎通に係る翻訳機
等の導入費用の助成を実施

保育業務のＩＣＴ化に係るシス
テムの導入費用等の助成を実施

・助成見込施設数　　  335か所

① こ ど も 家 庭
セ ン タ ー

    178,280

子育て世帯に身近な場所に相
談窓口を設置し、気軽に相談
できる環境づくりや関係機関
との連携による支援を実施

子育て世帯に身近な場所に相談
窓口を設置し、気軽に相談でき
る環境づくりや関係機関との連
携による支援を実施

・設置予定数　　       18か所

千円

母子保健と児童福祉の両機能
による一体的支援等を推進す
るため、各区にこども家庭セ
ンターを設置し、妊娠期から
子育て期までの切れ目のない
支援を実施

各区こども家庭センターにおい
て、母子保健と児童福祉の両機
能による妊娠期から子育て期ま
での切れ目のない支援を実施

妊婦や保護者が抱える不安や悩みの早期発見、早期解消に向けて、こども家庭センターや地域
子育て相談窓口など子育て世帯の身近な相談支援体制の充実に取り組む。
また、乳幼児親子が地域において安心して活動できる交流の場として子どもプラザを運営する

とともに、地域で子どもを育む環境づくりとして育児の相互援助活動を支援するファミリー・サ
ポート・センター事業を実施する。
　

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針

② 地 域 子 育 て
相 談 窓 口

     29,364
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③ 子 ど も プ ラ ザ     215,445

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針
千円

乳幼児親子がいつでも利用で
き、子育てに関する相談や情
報交換ができる子どもプラザ
を運営

乳幼児親子がいつでも利用で
き、子育てに関する相談や情報
交換ができる子どもプラザを運
営

・設置数　　　　　　 　14か所

⑤ 地 域 子 育 て
交 流 支 援 事 業

      3,519

④ 子 育 て 支 援
コ ン シ ェ ル ジ ュ

    123,878

地域の見守りのもと、公民館
等を活用して開設している子
育て交流サロンの支援を実施

地域の見守りのもと、公民館等
を活用して開設している子育て
交流サロンの支援を実施

・利用見込延人数　 約46,400人

各区に子育て支援コンシェル
ジュを配置し、保護者に対
し、個々のニーズに合った教
育・保育サービス等の情報提
供・助言を実施

子育て支援コンシェルジュの配
置を１か所増やし、引き続き、
情報提供・助言を実施

・配置予定数　         15か所

⑦ フ ァ ミ リ ー ・
サ ポ ー ト ・
セ ン タ ー 事 業

     33,745

⑥ 子 育 て 安 心
サ ポ ー ト 事 業

      5,909

「子育てを応援してほしい
人」と「子育てを応援したい
人」が、地域の中で行う育児
の相互援助活動を支援

地域の中での子育ての支え合い
を支援するほか、子育てを応援
する担い手増加のための取組み
を強化する

・利用見込回数　   約13,700回

民生委員・児童委員が乳児が
いる家庭を訪問し、地域の子
育て支援に関する情報を提供

地域と子育て家庭とのつながり
をつくるとともに、地域の子育
て支援に関する情報を提供

・訪問見込数　    約1,200世帯

⑧ 子 ど も 情 報 提 供      21,686

合　　計     611,826

ふくおか子育て情報ガイドの
作成やふくおか子ども情報サ
イトの再構築、動画等を活用
したＳＮＳ等による子ども・
子育て情報の提供

様々な手法で情報提供を行うと
ともに、ふくおか子ども情報サ
イトやＳＮＳ等による情報発信
の充実に取り組む
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子ども・若者が自分らしく健やかに成長できる環境づくり
( )

子どもの様々な学び・体験機会の提供 ( )

３．
2,087,513  千円 2,032,800  千円

ア 1,756,314   千円 1,734,177     千円

① は た ち の つ ど い
（成人の日記念事業）

     24,139

千円

大人としての自覚を促し、郷
土愛を育むため、成人の日記
念事業を実施

大人としての自覚を促し、郷土
愛を育むため、成人の日記念事
業を実施

・対象見込人数     約17,000人

子どもから大人まで幅広い世代の人々が科学を楽しく体験できる施設として、福岡市科学館の
運営を行うとともに、青少年施設における自然体験活動の機会を提供する。

また、小学生に対して身近な学校施設を活用した放課後の体験活動の機会を提供するととも
に、アジア太平洋こども会議・イン福岡による国際交流を支援する。

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針

③ ミ ニ ふ く お か      18,905

小中学生等を対象に、子ども
たちがつくる仮想のまちで、
まちづくりや仕事などを体験
する事業を実施

子どもたちがつくる仮想のまち
で、まちづくりや仕事などを体
験する事業を実施し、子どもの
主体的、創造的な活動を支援

② 科 学 館 の 運 営 等   1,127,940
福岡市科学館において、展示
や演示、アウトリーチなど多
彩な科学体験活動を展開

展示や演示、アウトリーチな
ど、多彩な科学体験活動を展開

・利用見込人数    約800,000人

小学生に対し、身近な学校施設
を活用した放課後の体験活動の
機会を提供

・モデル実施予定数 ３校

⑤ 学 校 施 設 活 用 型
体 験 プ ロ グ ラ ム
モ デ ル 事 業

     27,266

④ 青 少 年 施 設 の
運 営 等

441,270    

（７年度新規事業）

背振少年自然の家、海の中道
青少年海の家において、集団
宿泊活動や野外活動など、体
験の機会を提供

集団宿泊活動や野外活動など、
体験の機会を提供

・利用見込人数     約73,000人

⑦ ア ジ ア 太 平 洋
こ ど も 会 議 補 助 金

     55,000

⑥ 地 域 子 ど も
育 成 事 業

     61,794

アジア太平洋の国・地域の子
どもたちと交流し、異文化へ
の理解を深めることにより、
国際感覚あふれる青少年を育
成するため、ＮＰＯ法人アジ
ア太平洋こども会議・イン福
岡が行う招へい事業等に要す
る経費を助成

ＮＰＯ法人アジア太平洋こども
会議・イン福岡が行う招へい事
業等への助成を実施

・こども大使招へい見込人数
約200人

地域で子どもを育む活動の活
性化に取り組み、子どもたち
を健やかに育む環境づくりを
実施

地域における子どもを育む主体
的な活動を支援

合　　計   1,756,314

（32ページ参照）
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子ども・若者が安心して過ごせる場づくり ( )

中高生を中心とした若者が気軽に立ち寄り過ごせる居場所づくりを推進するほか、中央児童会
館において、常設の「遊び・体験・交流の場」を提供する。
また、家庭、学校、地域及び関係機関・団体と連携し、非行防止活動や青少年に有害な環境へ

の対応など、健全育成事業を推進する。

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針

イ 258,587     千円 227,053 千円

③ 非 行 防 止 ・
健 全 育 成

59,429     

② 中 央 児 童 会 館 の
運 営 等

    189,458

家庭、学校、地域及び関係機
関・団体と連携し、非行防止
活動や青少年に有害な環境へ
の対応など、健全育成事業を
実施

家庭、学校、地域及び関係機
関・団体と連携した非行防止・
健全育成事業の実施や、７月と
11月の強調月間に啓発活動等を
推進

① 中 高 生 の 居 場 所
づ く り 事 業

9,700      

中央児童会館において、遊
び・体験・交流の場を提供す
るとともに、公民館等で遊び
のプログラム等を行う館外活
動を実施

遊び・体験・交流の場を提供す
るとともに、館外活動を実施

・利用見込人数  　約137,000人

千円

中高生を中心とした若者の居
場所づくりを行う民間団体等
へ、開設から運営までの一貫
した支援を実施し、地域にお
ける居場所づくりを実施

居場所づくりを行う民間団体等
へ、開設から運営までの一貫し
た支援を実施するとともに、居
場所づくりを担う人材の育成に
取り組み、地域における居場所
づくりを推進

・助成予定団体数 15団体

合　　計     258,587

（32ページ参照）
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悩みや問題を抱える子ども・若者の支援 （ )

ひきこもりや非行など困難な状況にある若者や家族を支援するため、若者総合相談センターで
の相談支援を実施するとともに、子ども・若者の立ち直り等の支援を行う子ども・若者活躍の場
プロジェクトを実施する。
また、思春期後半のひきこもりや、ひきこもり気味の子どもの状況を改善するため、居場所の

運営や思春期訪問相談員の派遣等による支援を実施する。

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針

ウ 72,612  千円 71,570 千円

②子ども・若者活躍の
場 プ ロ ジ ェ ク ト

6,133

①困難な状況にある
若 者 の 相 談 支 援

     39,595

ひきこもりや非行など困難な
状況にある子ども・若者の立
ち直り支援や、就労に向けた
一歩を踏み出す機会の創出の
ため、若者の支援団体等と共
働で若者に農作業等を体験す
る場を提供

若者の支援団体等と共働で農作
業等を体験する場を提供し、困
難な状況にある子ども・若者の
立ち直りを支援

・支援予定団体数 ６団体

千円

若者総合相談センターを設置
し、若者支援地域協議会の関
係機関や民間団体等と連携し
た支援を実施

若者総合相談センターにおい
て、困難な状況にある若者やそ
の家族からの相談を広く受け付
けるとともに、関係機関及び民
間支援団体等と連携した支援を
実施

・若者総合相談センターの
　相談見込件数 約900件

③ 思 春 期 相 談 事 業      26,884

合　　計      72,612

ひきこもり等の子どもの状況
を改善するため、居場所の運
営や思春期訪問相談員の派
遣、保護者交流会等を実施

居場所の運営や保護者交流会
等、思春期のひきこもり等の子
ども及び保護者への支援を行う
とともに、相談先としての周知
を図るため学校等との連携を強
化
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一人ひとりの状況に応じてきめ細かに支援する環境づくり 
( )

障がいのある子どもや発達が気になる子どもの支援
( )

４．
32,625,189  千円 33,078,965  千円

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針
千円

  6,178,442

ア
18,510,581  千円 19,241,572    千円

障がいの早期発見と早期支援、ノーマライゼーションの理念のもと、障がい児の在宅生活を支
援するための施策を実施するとともに、児童発達支援等の利用者負担の軽減を行う。
また、療育センター等の新規受診児の増加に対応するため、南部療育センターを開設し相談・

診断・療育機能を強化するとともに、身近な療育の場として児童発達支援事業所の本格設置を進
めるほか、児童発達支援センターでの療育終了後の一時預かりを実施するなど、未就学の障がい
児に対する発達支援体制の充実を図る。
さらに、就学している障がい児に対し、授業の終了後または学校の休業日に生活能力向上のた

めの支援等を行う放課後等デイサービス事業などを実施するとともに、利用者負担の軽減を行
う。

南部療育センターの整備を
推進

〇南部療育センター開設
〇障がい児の入所・通所支援、

療育センターでの相談・診
断・療育等を実施するととも
に利用者負担の軽減を実施

〇 障がい児入所・通所施設給
付費等の支給及び療育セン
ター等での障がい児の相
談・診断・療育等の実施

〇 利用者負担の軽減を実施

① 障 が い 児 施 設 等

②在宅障がい児支援     217,485

障がい児の在宅生活を支援す
るため、障害児福祉手当支給
等や医療的ケア児支援事業等
の施策を実施

障がい児の在宅生活を支援する
ための施策を実施

・障害児福祉手当
支給見込延人数   約10,840人

〇

放課後等デイサービス事業所の
指定、運営指導、給付費等の支
給など放課後等の居場所づくり
を実施するとともに利用者負担
の軽減を実施

・放課後等デイサービス
　利用見込延人数　 約71,600人
　事業所見込数 336か所

放課後等デイサービス事業
所の指定、運営指導、給付
費等の支給など放課後等の
居場所づくりを実施

〇

③子どもの発達支援
体 制 の 構 築 事 業

    110,997
〇 児童発達支援センターで、

療育終了後の預かりを５施
設で実施

〇

〇 児童発達支援モデル事業を
踏まえ、児童発達支援事業
所を新たに８事業所整備
(モデル事業所：３事業所)

〇児童発達支援モデル事業を踏
まえ、児童発達支援事業所を
新たに７事業所程度設置

民間を含む全ての児童発達支
援センター（11施設）で、療
育終了後の預かりを実施

④ 放 課 後 等 に
お け る 支 援

 11,815,449

〇 利用者負担の軽減を実施

（33ページ参照）
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児童虐待防止対策と社会的養護体制の充実 ( )

⑤発達障がい者支援
セ ン タ ー 運 営 費

    181,675

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針
千円

発達障がい者支援センターを
中心に、発達障がい児・者の
相談支援や支援者養成研修、
啓発活動等を実施

発達障がい児・者に対する相
談・支援等を実施するととも
に、支援体制・機能の強化や充
実を図る

⑥障がい児の遊び・
体 験 支 援 事 業

6,533

合　　計  18,510,581

（７年度新規事業）

障がい児家族を対象とした水族
館の貸切りイベントを実施する
とともに、障がいに配慮した施
設運営を行えるよう支援を実施

・実施予定回数 ２回
・参加見込人数　   約 2,400人

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針
千円

虐待防止に向け、関係職員を対
象とした専門的な研修により、
専門性を高めるとともに、在宅
支援サービス等の事業を実施

〇 児童虐待の早期発見、早期
対応、再発防止を図るた
め、関係職員を対象とした
専門的な研修や専門家から
の所見聴取、区における広
報・啓発などを実施

① 児 童 虐 待 防 止 等
強 化

イ 4,422,973  千円 4,302,355   千円

児童虐待の未然防止と早期発見・早期対応のため、アウトリーチ型支援や在宅支援などに取り
組むとともに、身近な相談支援体制の充実や関係機関の連携強化に取り組む。
また、家庭養育優先原則に基づき、被措置児童の早期家庭復帰、虐待再発防止に向けた親子関

係再構築支援を行うとともに、里親のリクルート、研修、里親委託後の相談・支援などを包括的
に行う里親支援センターを開設し、質の高い里親養育の推進及び里親制度のさらなる啓発に取り
組む。

里親家庭や児童福祉施設等にお
いて一時的に子どもの養育・保
護を実施し、保護者の休息等を
支援

・実施施設数 ９か所

     54,779
〇 虐待のリスクがある家庭に

対し、訪問による在宅支援
サービス（育児・家事援助
や食事提供等）を提供する
など、虐待を未然に防止す
る取組みを実施

〇

〇

保護者が育児疲れや疾病等
により家庭における児童の
養育が一時的に困難となっ
た場合などに、里親家庭や
児童福祉施設で一時的に児
童の養育・保護を実施
親子が児童養護施設等に短
期間宿泊してサポートを受
け、育児疲れ等の休息や親
子関係の構築を実施

② シ ョ ー ト ス テ イ
事 業

    160,589

（33ページ参照）
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事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針

④ 子 育 て 見 守 り
訪 問 員 派 遣 事 業

     13,577

③ 親 子 関 係 づ く り
サ ポ ー ト 事 業

     15,469

休日・夜間の虐待通告等につ
いて、子どもの安全確認等を
実施

休日・夜間における子どもの安
全確認等を実施

千円

児童福祉施設において、親子
の愛着形成や良好な関係づく
りを促す親子支援を訪問型、
通所型、宿泊型で実施

児童福祉施設において、親子の
愛着形成等の親子支援を訪問
型、通所型、宿泊型で実施

・実施施設数 ３か所

⑥ 児 童 家 庭 支 援
セ ン タ ー

     76,071

⑤ 妊 産 婦 等 相 談 ・
生 活 支 援 事 業

     42,043

児童に関する家庭からの相談
対応や、区からの求めに応じ
必要な援助等を行うほか、児
童相談所からの委託による指
導、里親等への支援などを実
施

引き続き、相談や支援の充実を
図る

・実施施設数 ４か所

様々な課題を抱える特定妊婦
等に対する妊娠期から出産後
までの継続した支援を実施

支援が必要な妊産婦等の相談、
訪問や母子入所による生活支
援、就労・子育てのサポートま
で伴走型で支援を実施

・実施施設数 １か所

⑧ 子 ど も の 見 守 り
強 化 事 業

     75,773

子どもに関する福祉や教育等
の情報を連携し、支援が必要
な子どもや家庭の早期把握・
支援を実施

支援が必要な子どもや家庭の早
期把握・支援に取り組む

⑦ 児 童 育 成 支 援
拠 点 事 業

     46,228

家庭での養育にサポートが必
要な子どもに対し、放課後か
ら夜間、休日の生活支援等を
実施

家庭での養育にサポートが必要
な子どもに対し、放課後から夜
間、休日の生活支援等を実施

・実施施設数 ２か所

⑨ こ ど も 総 合
相 談 セ ン タ ー

    775,268

こども総合相談センターの体
制の充実を図るとともに、保
健・福祉・教育の分野から総
合的・専門的に相談・支援等
を実施

体制の充実を図るとともに、総
合的・専門的な相談・支援等を
実施
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⑩児童虐待防止医療
ネ ッ ト ワ ー ク 事 業

 4,818

事　　業　　内　　容
これまでの取組み ７年度の取組方針

千円

医療機関による児童虐待防止
のネットワークを構築し、拠
点病院において地域の医療機
関への研修、助言等を実施

児童虐待防止医療ネットワーク
の拠点病院において地域の医療
機関への研修、助言等を実施す
るとともに、医療機関相互の連
携・支援体制を強化

事　業　名 予　算　額

⑫ 親 子 関 係 再 構 築
支 援 事 業

 6,260

⑪ 子 ど も 虐 待 防 止
活 動 推 進 委 員 会

 10,442

被措置児童の家庭復帰に向
け、保護者に対して児童への
接し方などの助言、カウンセ
リングなどの支援及び家庭復
帰後の訪問相談支援を実施

被措置児童の早期家庭復帰、虐
待再発防止に向けた家庭養育機
能の回復等、親子間の関係修復
を目指したプログラムを実施

社会全体で子どもを見守る体
制 を 構 築 す る た め 、 市 民
フォーラム等の虐待防止に向
けた啓発活動、関係者向け研
修等を実施

社会全体で子どもを見守る体制
を構築するため、子ども虐待防
止活動推進委員会を中心として
啓発活動等を実施

⑭里親支援センター  64,710

⑬里親制度推進事業  48,839

里親のリクルート、研修、里
親委託後の相談・支援などを
包括的に行う里親支援セン
ターの開設に向けた準備を実
施

里親支援センターを開設し、里
親のリクルート、研修、里親及
び委託児童等に対する委託前か
ら解除後までの包括的な支援を
実施

・里親家庭支援世帯数
 110世帯以上

ＮＰＯ等市民との共働による
「里親養育支援事業」に取り
組み、里親制度の普及・啓発
や研修などによる里親支援を
実施

里親制度の普及・啓発や新規里
親の開拓、里親支援の充実に取
り組む

・フォーラム「新しい絆」
 年２回

・里親カレッジ  年４回
・里親カフェ  年６回
・里親委託等推進委員会

 年２回
 等

⑯ 児 童 心 理 治 療
施 設 の 運 営

 307,423

⑮ 児 童 養 護 施 設 等  2,702,771

被措置児童の社会性の回復と
家庭復帰に向けた心理治療や
生活指導、教育相談等を実施

被措置児童の社会性の回復と家
庭復帰に向けた心理治療や生活
指導、教育相談等を実施

児童養護施設、乳児院、里
親、ファミリーホーム、自立
援助ホーム、助産施設等への
措置等に伴う経費負担及び被
措置児童等の権利擁護を実施

児童養護施設等への措置等に伴
う経費負担及び被措置児童等の
権利擁護を推進

（34ページ参照）
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事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針
千円

社会的養護自立支援員が施設
等退所者に対し、生活上の相
談や支援を実施

社会的養護自立支援担当職員
が、施設等退所者に対し、生活
上の相談や支援を実施

⑱ 社 会 的 養 護 自 立
支 援 実 態 把 握 事 業

      3,000 （７年度新規事業）
社会的養護経験者等の支援ニー
ズ等を把握するための実態調査
等を実施

⑰ 社 会 的 養 護
自 立 支 援 事 業

     14,913

合　　計   4,422,973
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ひとり親家庭など様々な環境で育つ子どもの支援 ( )

千円

就業支援や養育費確保の取り組
み等を実施するとともに、住宅
支援資金貸付金の上限額を拡充
し、ひとり親家庭の就業や自立
に向けた支援に取り組む

・自立支援給付金事業
　支給見込件数　　    約280件
・高等職業訓練促進資金
　貸付事業見込件数　   約80件
・養育費確保支援事業
　支給見込件数　　    約120件

ひとり親家庭支援センター等
において、ひとり親家庭の就
業や自立に向けた支援を実施

・ 就業相談、就業支援講習会
自立支援プログラムの策定

ひとり親家庭の生活の安定と向上のため、ひとり親家庭支援センターでの就業相談や自立支援
プログラム策定事業、自立支援給付金事業を実施し、就業や自立に向けた支援に取り組むととも
に、児童扶養手当の支給を行う。
また、ヤングケアラーについて、相談支援のほか、育児・家事ヘルパーの派遣等を実施し、支

援に取り組む。

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針

ウ 9,142,297 千円 8,970,635       千円

② 児 童 扶 養 手 当   7,384,607

ひとり親家庭等の生活の安定
と、扶養する児童の福祉の増
進を図るため、各種資金の貸
付けを実施

各種資金の貸付けを実施すると
ともに、償還率の向上に向けた
取組みを実施

ひとり親家庭の生活の安定を
図り、自立を促進
月額45,500円
（第２子以降１人につき
　最大10,750円加算）
所得に応じ全部支給、一部支
給、支給停止あり

手当を支給することにより、ひ
とり親家庭の福祉の増進を図る

・支給見込人数　   約13,000人

① ひ と り 親 家 庭
就 業 ・ 自 立 支 援

    340,284 ・ 自立支援給付金事業におけ
る給付金上限額の拡大や多
子加算の実施

・ 養育費確保支援事業の実施
・ ひとり親家庭向けの情報を

集約し、情報発信を強化

高等職業訓練促進資金貸付
を実施

・

④ 母 子 生 活 支 援
施 設 運 営 費

    479,779

ヤングケアラー相談窓口にお
ける支援の拡充、ヘルパーの
派遣や関係機関などへの研修
等を実施

保護を必要とする18歳未満の
子どもを養育している母子家
庭、またはそれに準じる家庭
を入所させ、相談・援助を進
めながら自立を支援し、あわ
せて退所した者に対する相
談、援助を実施

母子を保護し、自立を促進する
ためにその生活、就労、子ども
に関する相談等の支援を行い、
あわせて退所した者に対する相
談、援助を実施

③母子父子寡婦福祉
資金貸付金（特会）

    905,221

合　　計   9,142,297

ヤングケアラー相談窓口を中心
に関係機関と連携してヤングケ
アラーに対する相談や支援等の
充実を図る

・ヘルパー派遣予定数
　　　　　　　　　　  約400回

⑤ ヤ ン グ ケ ア ラ ー
相 談 支 援 事 業

32,406     

（34ページ参照）
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子どもの貧困対策の推進 （ )エ 549,338     千円 564,403     千円

① 実 費 徴 収 に 係 る
補 足 給 付 事 業

104,688    

子どもへの食事の提供と居場
所づくりを行う民間団体に対
し、補助金交付等を実施

子どもへの食事の提供と居場所
づくりを行う民間団体に対し、
補助金交付等を実施

・交付見込団体数 85団体

千円

幼稚園や保育所等の利用に際
し、生活保護世帯等を対象
に、保護者が支払う教材費、
行事費、給食費（副食費）へ
の助成を実施

生活保護世帯等を対象に、保護
者が支払う教材費等への助成を
実施し、円滑な教育・保育の利
用を図りすべての子どもの健や
かな成長を支援

・助成見込人数
教材費、行事費　  約　210人
給食費（副食費）  約3,600人

事　業　名 予　算　額
事　　業　　内　　容

これまでの取組み ７年度の取組方針

生活保護世帯等を対象に保護者が幼稚園、保育所等に支払う教材費等の助成や、低所得世帯等
を対象に副食費の助成を実施する。
また、貧困の状況にある子どもが健やかに育成される環境をつくるため、子どもへの食事の提

供と居場所づくりを行う民間団体の支援や子どもを支えるネットワークの構築、子どもの習い事
費用の助成を実施する。

③貧困の状況にある
子 ど も を 支 え る
ネ ッ ト ワ ー ク 構 築

     15,000

子どもへの食事の提供と居場
所づくりを行う民間団体の立
上げ・運営支援、研修会・情
報交換会、食材確保支援等を
実施

子どもへの食事の提供と居場所
づくりを行う民間団体の立上
げ・運営支援、研修会・情報交
換会、食材確保支援等を実施

②子どもの食と居場所
づ く り 支 援 事 業

     30,232

合　　計     549,338

④ 子 ど も 習 い 事
応 援 事 業

    399,418

生活保護世帯または児童扶養
手当受給世帯等の小学５年生
から中学３年生までの習い事
費用を助成（子ども一人あた
り年額12万円上限）

生活保護世帯または児童扶養手
当受給世帯等の小学５年生から
中学３年生までの習い事費用を
助成（子ども一人あたり年額12
万円上限）

・助成見込人数 約3,000人
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子どもの権利・意見表明推進事業 【１２,５８８千円】 

こども基本法を踏まえ、子どもの権利にかかるワークショップを実施するほか、 
日常的に子どもの権利や意見が尊重されるよう、普及・啓発を実施 

こういうことも
虐待にあたるんだ!

ワガママと決めつけず、
もう少し子どもの話を
聴いてみよう

もっと友達や家族と過ごしたい!

自分の気持ちや意見を大人に伝えてもいいの?

子どもアドボカシー の推進 

子どもの権利 の 普及・啓発

・子どもの権利について知る

・日常のモヤモヤなど、思っていることを伝え合う

自分だけ怒らないでほしい! 

イラストを用いて、
身近な事例や

エピソードなどで解説!

子どもの権利について分かりやすく伝えるリーフレット等を作成し、
市ホームページやＳＮＳ等で配信することで、
日常のさまざまな場面で子どもの権利や意見が尊重される環境を整える

子どもたちが自らの権利について学びながら、 
身の回りのこと や 市の施策 などに対する意見表明を体験するワークショップを実施 

権利って何? 

新規

※子どもアドボカシー:子どもの声を聴き、意見や考えを表明できるように支援すること

＜ワークショップのイメージ＞ 

◆子どもの権利の尊重と意見表明支援

（６）特筆事業等（新規・拡充）
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新規 プレコンセプションケアに関する情報発信事業 【１１,４２６千円】 

市内の学校や企業に助産師等の専門職を派遣し、健康や性、妊娠・出産等（「プ
レコンセプションケア」）に関する講演会を実施。また、プレコンセプションケア
に関する動画を制作し、SNS 等で発信。 

  講 演 会 

自身の体や健康、命の大切さに関する 

学びを提供 

健康づくりを始め、妊娠・出産等に 

関する情報を提供 

  市立小・中学校、高校 

  動 画 +   市内の大学・企業 

若者に伝わりやすい動画を制作・発信 

▶Point 

新生児人形や妊婦体験ジャケット等を活用する
などして体験的要素を組み込み、妊娠・ 

出産、子育てに関する理解度の向上を図る。 

自身の健康やライフプラン
について考える機会に 

 妊娠・出産 
を含めた 

早い時期からのプレコンセプションケアに関する啓発 

  

ライフデザイン支援事業             【５,０００千円】 

若者が出産や子育ての具体的なイメージを持つための支援や、県や民間事業者と
連携した婚活支援を実施 

・子どもとのふれあい体験 
・出産や子育ての苦労や喜びについて 

本音でアドバイス 
・子育てに役立つ支援策の紹介 など 

子育て家庭を訪問する 体験プログラム 

・ライフデザインの考え方 

・多様なロールモデルの紹介 など 

体験プログラムの様子や参加者の感想をＳＮＳ等により発信 

適切な安全対策が講じられた
マッチングアプリの情報提供 

イベント情報の提供  など

さまざまな情報を提供! 

体験を共有! 

リアルな体験機会を提供! 

情報発信 

ライフデザインセミナ― 

具体的なイメージをもてない若者にアプローチ 

 
婚活を支援 

子育てって 
なんとなく大変そう 

どれくらい 
お金がかかるの? 

婚活に興味はあるけど 
ちょっと不安・・・ 

新規 

◆ライフプランを考えるきっかけづくり 
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妊婦健診 【１,３１９,４９１千円】

基本健診 
妊娠 

20 週頃 

子宮頸がん検診
妊娠 

期間中

拡充 

基本健診+血液検査 
+超音波検査

妊娠 
8 週頃 

・・・ 

基本健診+分泌物検査 
妊娠 

36 週頃 

・・・

等 
 

現行どおり 
その他
の期間 

・・・

【現行】妊婦健診（14 回助成） 【令和７年４月～】妊婦健診（14 回助成） 
※多胎妊婦は追加５回助成 ※多胎妊婦は追加５回助成

基本健診  超音波検査
妊娠 

20 週頃 

妊婦健康診査の助成項目に、「子宮頸がん検診」と「超音波検査」を
各１回分追加

拡充

先天性代謝異常等検査 【１２９,７１９千円】

新生児に行うマス・スクリーニング検査について、国の実証事業に参画し、 
現行の２０疾患に加え、新たに２疾患を加えて公費負担で検査を実施 

※先天性代謝異常等検査とは
生後４～６日の新生児の足の裏からごく少量の血液を採って、先天性の代謝異常等について早期発
見、治療することにより疾患の発症予防につなげる

【現行】
検査対象:２０疾患 

先天性副腎過形成症 
先天性甲状腺機能低下症 
アミノ酸代謝異常症 など 

〇公費負担の対象
【令和７年度】

検査対象:２２疾患に拡充
  重症複合免疫不全症（SCID）

脊髄性筋萎縮症（SMA) + 

拡充

 

１か月児健診及び５歳児健診 【４００,９８８千円】

これまでの乳幼児健診（４か月、１０か月、１歳 6 か月、３歳）に加えて、 
１か月児健診及び５歳児健診（試行）を開始 

（医療機関で実施） 
１か月児健診 ５歳児健診（試行）

（保健福祉センター等で実施） 

出生後から就学前まで切れ目のない健康診査を実施

拡充

◆妊娠前からの支援と親子の心と体の健康づくり
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産前・産後サポート事業                 【３３３,１７８千円】 

産後ケア事業（宿泊型・日帰り型）の実施場所を拡大、 
産前・産後ヘルパー派遣事業の利用要件を緩和 

  

 

病院・診療所・助産所 
（空きベッドを活用） 

＜令和６年度まで＞ ＜令和７年度から拡大＞ 

医療機関が 

ホテル等で実施 
（専用施設を確保） 

 

 

利用要件を緩和 ⇒これまで「日中、家族等からの支援が受けられない方」を対象 

としていたが、「家族等からの支援があっても、育児不安や負担を抱える方」へ支援を拡充 

＜令和６年度まで＞ ＜令和７年度から緩和＞ 

家族等からの支援が 
受けられない方 

育児不安や負担 
を抱える方 

例:育休中の夫が自宅で支援を行
っている状況での利用はできない。 

 

例:育休中の夫が自宅で支援を行
っている状況でも利用は可能。 

 

※産後ケア事業 
 産後１年未満の母子を対象に、日帰りや宿泊または訪問にて助産師等による心身のケアや 
 育児の相談等を行う事業 

※産前・産後ヘルパー派遣事業 
 妊娠中から産後１年未満の対象世帯にヘルパーを派遣し、家事や育児を支援する事業 

利用施設（宿泊型・日帰り型）の実施場所を拡大 

 ⇒これまでの病院・診療所・助産所での実施に加え、医療機関がホテル等で実施 

拡充 
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教育・保育給付費の充実 【３,９３９,１４９千円】

保育士等の処遇改善に向け、人事院勧告を踏まえた公定価格の引き上げへ対応

.
〇 職員人件費前年比で月額約 3.8 万円の処遇改善を反映 
〇 保育士の配置改善へ対応 

拡充

延⾧保育実施園への補助拡充 【６１０,８１３千円】

多様な保育ニーズに対応する延⾧保育（18 時以降）について、補助基準の見直し
を行い、保育施設並びに保育士の負担軽減を図る。

〇 補助金最低額 （年額）３０万円 → ６０万円 に引き上げ
〇 補助対象児童数の要件緩和 
〇 利用児童数の多い施設に保育士配置改善を図るための加算を創設

主な見直し内容

拡充

保育士就職・就労継続支援事業 【１５,０７５千円】

保育士の負担軽減や離職防止のため、保育所等に勤務する保育士及び保護者を対象とし、子ど
もの発達等に関する相談対応について、臨床心理士等による巡回支援を新たに実施

保育士等への就職・就労継続支援の取組みを引き続き着実に実施するとともに
次の新規・拡充を行う。

保育士・保育所支援センターにおける求人を新たな媒体（SNS や電車内広告等）により PR 

臨床心理士等による巡回支援

SNS 等を活用した広報強化

新規

拡充 

拡充

(現状) こども一人 １時間につき 

一律 ８５０円

「福岡市型」こども誰でも通園制度 【４８６,２４６千円】

保護者の就労要件等に関わらず保育所等が利用できるこども誰でも通園制度を、
国の上限時間を超えて実施するとともに、実施事業所に対する補助を拡充

拡充

０歳児 1,300 円 
１歳児 1,100 円 
２歳児  900 円

補助金単価引き上げ拡充

 ◆保育人材の確保と保育の質の向上
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